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事案名  生活保護受給者への各種制度の減額・免除適用漏れについて 

発生日時  令和５年６月２２日（木） 午前１１時頃 

発生場所  伊達市役所本庁舎事務室内 

担当部署（連絡先）  健康福祉部社会福祉課 024-575-1264 

事案の内容 

 生活保護受給者の令和４年度以降の介護保険適用状況の確認を行

っていたところ、台帳に生活保護として登録されていない者がいる

ことが判明した。原因は、令和３～４年度の一部の生活保護開始決

定が関係部署に通達されなかったことによるものであった。 

 関係部署では、生活保護開始決定に伴い、当該受給者に対して各

制度における減額、免除を適用させることから、関係部署で同様の

事案がないか調査や聞取りを行ったところ、生活保護受給者 13名に

対し減額、免除の適用漏れがあり、合計 148,190 円の返還金が生じ

ることが判明した。 

＜内訳＞ 

固定資産税返還金   １名  1,000円 

介護保険料返還金   １名  7,720円 

後期高齢者医療保険料 ８名  98,800円 

下水道使用料     ３名  40,670円 

合計        13名 148,190円 

初動対応 
 ６月 29日から訪問や電話により謝罪と説明を行っており、対象者

全員に対して実施済みである。 

今後の対応 

返還金については今月中に支払うよう事務を進めている。 

事案の再発防止の一つとして、書類の手渡し、電子決裁による電

子データでの確認等、複数の方法により、関係部署との確実な情報

共有が図られるよう体制を強化する。 

 

連絡先 

 伊達市 

 健康福祉部社会福祉課 

 担当：田中 裕一郎 

 電話 024-575-1264 


